２００９年５月２１日
会員の皆様

島根県社会福祉士会

会　長　松本憲二郎

任意団体島根県社会福祉士会の解散と一般社団法人島根県社会福祉士会の創立について

　会員の皆様におかれましては、各分野において益々ご活躍のことと存じます。

　本会の活動につきましては、平素より格段のご理解、ご協力をいただき厚く御礼申上げます。

　さて、別紙の通り、日本社会福祉士会から全国の各支部を社団法人化するよう要請されており、当会におきましても前回３月の総会においてご説明申し上げ以下の事項について承認を得たところでございます。

1 島根県社会福祉士会を一般社団法人にする。

2 その前段階として、現役員が一般社団法人島根県社会福祉士会の設立時社員となって新法人を設立する。

3 ６月の総会で、現在の任意団体島根県社会福祉士会を解散し、全会員が新法人の会員に移行する。
新法人の設立手続きは、現在進行中で６月中には登記が完了する予定です。すでに総会の案内をお送りしており、重複してお手数をおかけしますが、この件についての議決は会員の四分の三以上の承認が必要でございます。今一度ご出席いただくようお願いいたしますとともに、ご欠席の場合は同封の書面表決書にて必ずご返答いただきますようよろしくお願い申し上げます。
議決事項

　新法人の登記が完了した日付をもって

1 任意団体島根県社会福祉士会を解散すること

2 現在の島根県社会福祉士会のすべての財産、債権・債務を一般社団法人島根県社会福祉士会に無償譲渡すること

3 現在の島根県社会福祉士会会員の全員が一般社団法人島根県社会福祉士会の会員(社員)になること
· 同封の書面表決書を2009年6月5日事務局必着で必ずご投函下さい。

· 併せて当日の総会のその他の議題の委任についてもご返答下さい。
常任議決08.11.15

全　支　部　の　法　人　化　に　向　け　て
１．法人格を備えていない支部は12月1日以降至急法人格を取得する。

　　最大の目的は、○○県社会福祉士会の名称を確保すること。

２．その理由

　　現在社団法人日本社会福祉士会（及びその支部）は、社会福祉士を代表する唯一の職能団体として厚生労働省その他に対して発言し、それが認められている。今後ともこの枠組みを維持するため、全都道府県に対外的に明確な支部ネットワークを確立したい。（我々と無関係な団体が我々と類似の名称を使用する事態を防ぎたい。）

３．具体的方法（最終的には各支部の判断に任せる。）

　①　設立時の社員、理事等は、現在の支部役員等として新法人を設立し、

②　後日、現在の任意団体の総会を開催し、全会員が新法人へ移行する。

＊　設立時の社員は全員を定款に記載（実印押印・印鑑証明添付）する必要がある。後日の定款変更は、少数社員なら総会開催が容易。

４．新法人のポイント

　①　法人格は「一般社団法人」（最初から公益認定法人は認められない）とし、定款及び運営方法は、理事会を備えた大規模法人を前提とする。

　②　名称は、○○県社会福祉士会とする。（都道府県を記載）

　③　会員資格に以下を明記する。

　　・　「社会福祉士及び介護福祉士法」（昭和62年法律第30号）第28条の規定による社会福祉士登録簿に登録されている者であって、

　　・　社団法人日本社会福祉士会の正会員である者。

　　・　前２項の双方又はいずれかを欠く状態になった場合は、会員資格を喪失する。

　＊　登記申請前に公証人による定款の認証が必要だが、事業計画、財産目録、収支予算等は不要。（公証人への定款案の持ち込みは12月1日以前でも可。）　

５．任意団体の解散総会のポイント。（新法人設立とは無関係、新法人設立後で可）
①　現在の任意団体の解散

②　現在の任意団体のすべての財産、債権債務の新法人への無償譲渡

③　現在の会員が全員新法人の会員（社員）になることの議決

　　（書面表決書等にも「新法人の社員になる」ことを明記）

（議決はすべて重要事項の議決方法に従う）　　　　　　　　　　　以上
一般社団法人格取得Ｑ＆Ａ

（09.02.24）

社団法人日本社会福祉士会

Ｑ１．一般社団法人格を急いで取得する目的は、何ですか？

Ａ１．第一の目的は、「一般社団法人○○県社会福祉士会」を設立（登記）することにより名称を確保することです。（なるべく早く支部内で設立時社員、理事を決定し、公証人に定款の認証を受けて、登記してください。）

Ｑ２．任意団体の解散は、どのように行ったらよいですか？

Ａ２．解散については、それぞれの任意団体の規定により解散の手続（解散総会）をして下さい。

　　　その時期は、早い方が良いわけですが、支部の実状にお任せします。

Ｑ３．任意団体の会員を一般社団法人の会員にするにはどうしたらよいですか？

Ａ３．新設の一般社団法人の社員になるためには、本来は全員から入会申込書を再度提出してもらうのが確実な方法と思われます。ただし、実務上は大変な作業になるので、少なくとも、

任意団体の解散総会において、重要事項の議決の手続きによって、任意団体の会員全員が新設の一般社団法人の社員となることを議決してください。

なお従来通り、（社）日本社会福祉士会の社員（会員）は同時に都道府県社会福祉士会の社員（会員）であって、どちらか一方だけの社員（会員）となることは認められていません。どちらかの資格を失えば自動的に両方の会員資格を失うことになります。
Ｑ４．新法人はいつから（社）日本社会福祉士会の支部として扱われるのですか。

Ａ４．任意団体の解散総会において、任意団体の会員がすべて新法人の社員になることを議決し、併せて残余財産のすべてを新法人に無償で譲渡することを議決した後、それが実行され、会員と財産とが新法人に移行したことをもって、新法人が本会の支部となるとご理解下さい。それまでは、従来どおり任意団体を本会の支部として扱います。
Ｑ５．県士会費の徴収はどうなりますか？（本会で会士費の徴収を代行している支部）

Ａ５．県士会費の徴収については、従来通りで、一般社団法人設立後も現在の徴収方法（本会で引落データを集約して５，７，１２月に引落）を継続します。

Ｑ６．一般社団法人格を取得後の方針はどうのようになりますか？

Ａ６．その後のことについては、全支部の法人化の見通しが立った後、皆さんとご相談の上対応したいと思います。
以　上









